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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　管内に敷設される標識用長尺体であって、
　上記標識用長尺体は、長尺体上に所定の間隔で無線応答タグが設置されたものであり、
　上記無線応答タグに対して、電磁波を照射することにより、非接触で無線応答タグに記
憶させたケーブルあるいは埋設管路等の埋設情報を地上から検知できるようにした
ことを特徴とする標識用長尺体。
【請求項２】
　所定の間隔で無線応答タグが設置された標識用長尺体を、管路内に挿通して設置し、
　上記無線応答タグに対して電磁波を照射し、無線応答タグからの電磁波を受信し、地上
から少なくとも管路の埋設位置、埋設深さ、埋設長さを検知する
ことを特徴とする管路情報の検知方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、地中に埋設されている管路やケーブルについての情報を、地上から検知する
場合などに好適な標識用長尺体及び管路情報の検知方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
現在、新規に地中埋設管路を設置する場合、既設の配管が敷設されている可能性があるた
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め、事前に道路管理者が記録している書類を調査したり、部分的に試験掘削を行って、埋
設物の有無や場所の確認を行う必要があった。
また、地中に埋設されている電力・通信ケーブルを収納した管路に沿って、再掘削時の損
傷防止のため、例えば地上と管路の間に、ケーブル種類等を明記した図５に示す樹脂製の
標識シートを管路敷設と同時に埋設することもある。このようにしておけば再度、道路工
事等により管路埋設部分を掘削した場合にも、掘削過程において上記標識シートに引っか
かることにより、管路が埋設してあることが判り、管路の損傷を防止できる。
また、地表面には管路の埋設ルートにそって一定の間隔で、管路の管理者記号や管路種に
よって色分けされた埋設標を埋め込んでおき、埋設物の位置がわかるようにされていた。
このような従来技術は電力や通信管路に限らず、ガスや上下水道等の地中埋設設備・管路
にも適用されてきた。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
上記のように管路を新設する場合には、事前調査や、試験掘削を行っているが、試験採掘
等で予想したルートと別のルートに管路が敷設されていることが判明することもある。こ
のような場合、設計を再度やりなおしたり、大規模な試験掘削を行わなくてはならず、非
常に手間がかかる上に、工期が遅れてしまう問題があった。
埋設標識シートの場合も、重機等で実際に掘削していき、シートにぶつからないと管路が
埋設されていることが判らず、シート上の情報も目視できないため、管路敷設予定場所で
見つかった場合、管路敷設ルートの見直しが必要となった。
また、埋設標識シートに気づかず管路まで重機がとどいてしまい、既設配管を傷つけてし
まうこともあるのが実情である。
また、埋設標からは地上で管理者の記号や埋設位置、管路種に関する情報は得られるが、
それ以上の情報、例えば埋設深さや管路条数、ケーブルの種類、敷設時期、敷設業者など
、メンテナンスや災害復旧等で緊急に必要となる詳細な情報については得ることができず
、管理者の保管する書類を調べたりする必要があった。
本発明は上記事情に鑑みなされたものであって、本発明の目的は、埋設管路やケーブルに
関する情報を簡単に得ることができるようにするともに、保守点検履歴やケーブルの種類
等の詳細情報を現地で確認できようにすることである。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
上述する課題を解決するため、本発明は、テープやひも等の長尺体上に無線応答タグを所
定の間隔で設置して標識用長尺体を構成した。この無線応答タグに対して電磁波を照射す
ることにより、非接触で無線応答タグに記憶させた情報、例えばケーブルや埋設管路等の
埋設情報、長尺体の一端からの距離情報、あるいは標準情報を地上から検知できるように
したものである。
無線応答タグとしては、ＲＦＩＤ(Radio Frequency Identifcation) タグが知られている
。上記ＲＦＩＤタグを用いる非接触式認識システムは、無線（電磁波) でＲＦＩＤタグに
内蔵されたＩＣメモリと情報のやりとりを行うシステムであり、非接触でデータの読み出
し、書き換えが可能であるため、これまで物流管理等で用いられていたバーコードや、キ
ャッシュカード等に用いられてきた磁気テープにかわるものとして注目されており、現在
では量産化によって単価が下落し、急激に普及し始めている。
【０００５】
上記ＲＦＩＤ非接触式認識システムの構成は、個体管理の基となる「ＲＦＩＤタグ」、通
信の中継を行う「アンテナ」、上記ＲＦＩＤタグのＩＤ情報の読み取り／書き込みを行う
「リーダ」から構成され、ＲＦＩＤタグには、ＩＤ情報を格納するメモリと通信回路から
成るＩＣチップと超小型アンテナが内蔵されている。
上記アンテナは、リーダーと組み合わせて効率的な通信ができるように設計されている。
リーダーはＲＦモジュールとコントロールモジュールから成り、上記アンテナを通じてホ
ストコンピュータからのデータをＲＦＩＤタグに書き込んだり、ＲＦＩＤタグのＩＤ情報



(3) JP 4043761 B2 2008.2.6

10

20

30

40

50

をホストコンピュータに伝送したりする。
また、ＲＦＩＤタグは、送信される電磁波により起動する無電源のものが主流となりつつ
ある。さらに、電磁波によってタグと交信するため、土砂や水、コンクリートを介しても
タグの読み書きを行うことが可能である。
【０００６】
このＲＦＩＤタグに、例えば管理者名や埋設位置、管路種や管路条数、ケーブルの種類、
敷設時期、敷設業者、作業内容履歴など、メンテナンスや災害復旧等で必要となる詳細な
情報を記録させ、例えば樹脂製の長尺テープにある間隔でとりつけておき、これを前記埋
設標識シートと同様、管路と地上の間に埋設して設置する、あるいは管路内にこのテープ
を通して敷設しておけば、現地で送信回路によりアンテナから固有周波数の電磁波を発信
し、ＲＦＩＤタグが受信してＩＤデータを格納したメモリに記憶させた上記情報が返信さ
れ、リーダーによりリアルタイムで地上から地中に埋設してある管路やケーブルの情報を
得ることができるようになる。
このＲＦＩＤタグは、データの書き換え作業が可能であるため、最初に記憶させた情報を
更新することが可能であり、メンテナンスの履歴等を書き足したり、書き換えたりするこ
とが可能である。また、遠隔で情報の書き込みが可能であるため、敷設前にデータを書き
込まないで、敷設後にデータを書き込むことも可能である。
【０００７】
既設の配管への対応としては、一管路内への敷設が適している。このような敷設形態をと
れば、再掘削することなく、ＲＦＩＤタグの敷設が可能となる。
このように、埋設物標識用長尺体を設置すれば、記録を調査したり、試験掘削をすること
なく、現地で地上から埋設管路の情報がとれることから、新設の管路工事をスムースに進
めることが可能になるし、メンテナンス作業も容易になり、履歴等を残すことも簡単にな
る。
また、地震等の災害で管路に納められているケーブルに支障が生じたとしても、無電源の
ＲＦＩＤタグを採用していれば、すぐにケーブル種類等が現地で把握でき、早急な復旧作
業が可能になる。
また、ＲＦＩＤタグから返信される電磁波の受信強度をリーダーによって測定し、受信強
度と距離の関係を解析することにより、ＲＦＩＤタグとの距離を測定することもできる。
この距離測定によって、タグの埋設深さを知ることができるので、管路内に標識用長尺体
が敷設されていれば、管路の埋設深さが判明することになり、掘削時にその深さ付近まで
、いっぺんに開削しても管路を傷つける恐れもなくなる。
【０００８】
【発明の実施の形態】
図１は本発明の実施例の標識用テープの構成を示す図である。
同図に示すように、長尺なテープ１にＲＦＩＤタグ２を所定の間隔で取り付ける。テープ
は例えばポリエチレンなどの樹脂製が長期使用の点から望ましいが、金属製でもよい。な
お、形状はテープ状でなく、ひも状でもかまわない。
タグの間隔は０．５～５ｍ間隔が望ましい。すなわち、現在、ＲＦＩＤタグの通信距離は
最大で６ｍ程度であり、ルート上で常に情報をモニタリングできることを考えると５ｍ以
下の間隔が望ましく、また、間隔をつめすぎると安価とはいえコストアップになることか
ら０．５ｍ以上の間隔が望ましい。
現在、市販されているＲＦＩＤタグは、ＩＤ情報を格納したメモリと通信回路から成るＩ
Ｃチップと超小型アンテナを、樹脂製のシートに挟み込んで封止してあるものや、樹脂、
シリコン製やガラス製のケースに収められているものがあり、これらをテープにとりつけ
ていってもかまわない。
また、上記封止するための樹脂性のシートを長尺テープ状にして、所定の間隔にＩＣチッ
プと小型アンテナを封止して、標識用テープとしてもよい。このようにすれば、あとから
ＲＦＩＤタグを設置する手間を省くことが可能になる。
【０００９】
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図２に上記標識用テープの敷設方法の一例を示す。
敷設方法としては、図２に示すように埋設敷設されている管路３内に、標識用テープ１を
挿通して設置する方法を採ることができる。
通常、管路内には、線材が残されていることが多く、この線材を利用すれば既設の管路で
あっても標識用テープを容易に挿通させることができるが、テープ１の先端にパラシュー
トをつけて高圧空気で管内に吹き込む、いわゆる吹き流し方式で挿通させることもできる
。
この敷設方法であれば、既設管路にも簡単に適用できるメリットがあり、万が一、標識用
テープを交換しなければならない場合にも、容易に交換することができる。また、既設管
路の埋設位置を確認する際にも、管路に標識用テープを挿通させれば、管路の埋設位置を
容易に確認することが可能となる。
さらに、ＲＦＩＤタグから返信される電磁波の受信強度をリーダーによって測定し、受信
強度と距離の関係を解析することにより、ＲＦＩＤタグとの距離を測定することも可能で
あるため、例えば、図２に示したように、管内に埋設物標識用テープを納めておけば、管
路深さが判るので、管路を傷つけずに掘削可能な深さをあらかじめ知ることが可能になる
。
この標識用テープのＲＦＩＤタグに一方から連続番号を書き込んでおけば、この番号をた
よりにマンホールからの管の長さをおおよそ知ることができる。
【００１０】
図３に標識用テープの敷設方法の他の例を示す。
同図に示すように、従来の標識シートと同じように、管路３と地表との間の任意の位置に
埋設物標識用テープ１を埋設する方法を採ることができる。この場合、管路本数分の埋設
物標識テープを埋設してもかまわないが、複数本の管路に対し１本だけ埋設物標識用テー
プを敷設して、ＲＦＩＤタグに複数管路の情報をまとめて記憶させておくことも可能であ
る。
ＲＦＩＤタグに記憶させる情報としては、例えば管理者名や埋設位置、管路種や管路条数
、ケーブルの種類、敷設時期、敷設業者のみならず、情報の書き換えや書き加えも可能で
あるため、保守点検履歴やケーブルの交換履歴など、メンテナンスや災害復旧等で必要と
なる情報が考えられる。
また、ＲＦＩＤタグは電池式のものと無電源式のものがあるが、長期使用という観点から
無電源式のものが望ましい。
【００１１】
埋設物標識用テープのその他の実施例を図４に示す。
同図に示すように、埋設物標識用テープに、管路・ケーブル情報を文字や記号で記載して
おくことにより、掘削して掘り起こしたときに、管路等が埋設されていることを目視でも
確認できるので便利である。
なお、上記の実施例は、電力・通信管路について述べたが、同じように地中埋設されてい
るガスや上下水道管路に関しても適用することが可能である。
【００１２】
【発明の効果】
以上説明したように、以下の効果を得ることができる。
（１）無線応答タグを取り付けた標識用長尺体を用いれば、現地で埋設管路やケーブルに
関する情報を正確に得ることが可能となり、書類による事前調査や、試験掘削が不要とな
り、掘削してからのルート変更等がなくなり、正確に工事を進めることが可能となる。
また、上記標識用長尺体を既設管路中に挿通させれば、既設管路の埋設位置を容易に確認
することができ、試験掘削等も不要となる。さらに、上記埋設物標識用長尺体を、管路等
の埋設物と地表面の間に埋設敷設しておけば、従来の標識シートと同様な機能を持たせる
こともできる。
（２）メンテナンスや災害時の復旧に際しても、保守点検履歴やケーブルの種類、敷設ル
ート等の詳細情報が現地で確認できるため、早急な対応が可能となる。また、電子情報と
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して情報を保管、伝送できるため、リーダーに携帯電話等の長距離通信手段を取り付けて
、一括管理を行うホストコンピューターと情報を交換し、例えば地図情報等と組み合わせ
れば、管路網の管理システムにも応用できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施例の標識用テープの構成を示す図である。
【図２】標識用テープの敷設方法の１例を示す図である。
【図３】標識用テープの敷設方法の他の例を示す図である。
【図４】標識用テープの他の例を示す図である。
【図５】従来から使用されていた標識シートの一例を示す図である。
【符号の説明】
１　テープ
２　ＲＦＩＤタグ
３　管路

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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